
人権問題における分野ごとの施策について（新たに盛り込む事項） 

 
（１） 同和問題 

  ・2016 年 部落差別解消推進法の施行について 
  ・インターネット上での同和地区の所在地や地名の書き込みについて 
  ・隣保館の廃止について 
 
（２） 子どもの人権 

  ・児童虐待防止法の改正 2004 年に加え、 
  ・1997 年の児童福祉法の改正 
  ・2016 年の児童福祉法の改正 
  ・2019 年 児童福祉法と児童虐待防止法の改正 
  ・SNS を通じた「いじめ」について 
  ・懲戒権や無戸籍児の問題 
 
（３） 女性の人権 

  ・2018 年のジェンダーギャップ指数 世界 149 か国中、110 位 
  ・2015 年 女性活躍推進法の施行 
  ・2017 年 刑法の強姦罪 大幅改正 
  ・マタニティ・ハラスメントについて 
  ・母子世帯の貧困について 
 
（４） 高齢者の人権 

  ・2005 年 高齢社会対策基本法 
  ・2013 年 高齢者雇用安定法 
  ・最新データと差し替え 65 歳以上人口が 50％を超える自治会 
              65 歳以上人口が 40％を超える自治会 
 
（５） 障がい者の人権 

  ・2016 年 障害者差別解消法の施行 
  ・最新データと差し替え 障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳所持者数 
  ・医学モデルから社会モデルへ 
 
（６） 外国人の人権 

  ・2016 年 ヘイトスピーチ解消法の施行 
  ・2019 年 入国管理法の改正 



  ・2019 年 日本語教育推進法の制定 
  ・ヘイトスピーチ問題 街頭デモやインターネット上でのヘイトスピーチ 
  ・ニューカマー外国人への災害時の情報提供 
  ・最新データとの差し替え 外国籍市民の人口 
 
（７） と（８） 独立して掲げる意義 

  他の課題は、それぞれの人たちがかかえる人権課題を掲げているのに対し、（７）と（８）

は、生活と労働における人権課題であり、（１）から（６）、（９）の各人権課題と重なる

部分がある。 
 
（９） その他様々な人権課題 

  （2）施策の基本方向 
    何をあげるのか 
    ・アイヌの人々 2016 年 アイヌ施策推進法 
    ・犯罪被害者とその家族 
    ・ハンセン病元患者等 
    ・ホームレス 


